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奈良市議案第２３号 

令和５年度奈良市水道事業会計予算 

（総則） 

第１条 令和５年度奈良市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

１．給 水 戸 数  １７９，６６８戸 

２．年 間 総 給 水 量 ４２，６０３，２０６㎥ 

３．１ 日 平 均 給 水 量  １１６，３９９㎥ 

４．主要な建設改良事業 ２，３６２，０６２千円 

(1) 配 水 施 設 整 備 費 １６４，４５０千円 

(2) 配 水 施 設 費  １６，１１７千円 

(3) 施 設 費 ３３２，８２４千円 

(4) 配 水 施 設 改 良 費 ９７５，２０５千円 

(5) 受託配水管改良費 １８３，８３２千円 

(6) 東部地域建設改良費 １６７，０４６千円 

(7) 都祁地域建設改良費 ３５６，４５８千円 

(8) 月ヶ瀬地域建設改良費 １６６，１３０千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収         入 

第１款 水道事業収益 ９，３６４，０００千円 

第１項 営 業 収 益 ７，６５２，１０１千円 

第２項 営 業 外 収 益 １，７１１，８６２千円 

第３項 特 別 利 益  ３７千円 

支 出 

第１款 水道事業費用 ９，２５３，０００千円 

第１項 営 業 費 用 ８，７９３，０１８千円
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  第２項 営 業 外 費 用                  ４４３，４１４千円 

  第３項 特 別 損 失                    ６，５６８千円 

  第４項 予 備 費                   １０，０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支 

出額に対し不足する額１，９９４，０００千円は、過年度分損益勘定留保資金１，４１５，

６０５千円、当年度分損益勘定留保資金５２６，８６２千円及び当年度分消費税及び地 

方消費税資本的収支調整額５１，５３３千円で補塡するものとする。）。 

収         入 

 第１款 資本的収入                   １，７３３，０００千円 

  第１項 企 業 債               １，１６５，３００千円 

第２項 固定資産売却代金                     １０２千円 

第３項 補 助 金                  ６９，４１０千円 

  第４項 負 担 金                 ２１９，４０８千円 

  第５項 分 担 金                 ２７８，７８０千円 

支         出 

 第１款 資本的支出                   ３，７２７，０００千円 

  第１項 建 設 改 良 費                ２，５７６，６７８千円 

  第２項 固定資産取得費                   ２２，３７５千円 

  第３項 企業債償還金                １，１１７，９４７千円 

  第４項 予 備 費                   １０，０００千円 

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事 業 名 総  額 年 度 年 割 額 

資本的支出 
建 設 

改 良 費 

緑 ヶ 丘 浄 水 場 

高圧受変電設備 

改 良 工 事 

千円 

87,010 

５ 

千円 

34,804 

６ 52,206 
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款 項 事 業 名 総  額 年 度 年 割 額 

資本的支出 
建 設 

改 良 費 

口 径 ２ ０ ０ ～ 

１００粍配水支管 

改 良 工 事 

千円 

219,366 

千円 

５ 

千円 

168,438 

６ 50,928 

口 径 １ ５ ０ ～ 

５０粍配水支管 

改 良 工 事 

180,685 

５ 76,534 

６ 104,151 

口 径 １ ５ ０ ～ 

１００粍配水支管 

改 良 工 事 

179,930 

５ 66,989 

６ 112,941 

各 施 設 

高圧受変電設備 

改 良 工 事 

91,960 

５ 9,196 

６ 82,764 

針 ヶ 別 所 

中 継 ポ ン プ 所 

ポンプ更新工事 

75,900 

５ 22,770 

６ 53,130 

（債務負担行為） 

第６条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事   項 期   間 限 度 額 

川 上 施 設 （ ポ ン プ 所 ・ 配 水 池 ） 

更 新 設 計 業 務 委 託 

令和５年度から 

令和６年度まで 

千円 

53,174 

各 施 設 耐 震 診 断 

設 計 業 務 委 託 

令和５年度から 

令和６年度まで 
69,300 
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事   項 期   間 限 度 額 

木 津 浄 水 場 受 変 電 設 備 

更 新 工 事 詳 細 設 計 業 務 委 託 

令和５年度から 

令和６年度まで 

千円 

45,650 

小倉配水池及び小倉加圧ポンプ場 

築 造 工 事 に 伴 う 設 計 業 務 委 託 

令和５年度から 

令和６年度まで 
53,900 

（企業債） 

第７条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利   率 償 還 の 方 法 

 

 

建設改良費に充当 

   千円 

 

1,165,300 

 
 

 
 
証書借入 

5.0％以内 
（利率見直し
方式により当
該利率の見直
しを行った後
においては、
見直し後の利
率とする。） 

借入先の融資条件
による。ただし企
業財政の都合によ
り、据置期間を短
縮し、若しくは繰
上償還又は低利に
借り換えることが
できる。 

（一時借入金） 

第８条 一時借入金の限度額は、１，５００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第９条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め 

る。 

(1) 収益的支出における各項間の流用 

(2) 資本的支出における各項間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第１０条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用 

 し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければ 

 ならない。 

(1) 職員給与費                     １，４５７，１４１千円 

（他会計からの補助金） 

第１１条 一般会計から補助を受ける金額は、次のとおりと定める。 

 (1) 児童手当補助金                      １０，４４９千円 
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 (2) 都祁地域に係る簡易水道事業債元利償還補助金        ９３，０７６千円 

 (3) 月ヶ瀬地域に係る簡易水道事業債元利償還補助金       １５，９４２千円 

 (4) 月ヶ瀬地域に係る高料金対策補助金              ３，３９６千円 

（たな卸資産購入限度額） 

第１２条 たな卸資産購入限度額は、１１２，０００千円と定める。 

 

  令和５年２月２８日提出 

 

奈良市長  仲 川 元 庸   
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備 考

１. 水 道 事 業 収 益 9,364,000

１. 営 業 収 益 7,652,101

１. 給 水 収 益 7,632,584

２. 受 託 工 事 収 益 7,967

３. 工 事 負 担 金 2,967

４. 手 数 料 8,583

２. 営 業 外 収 益 1,711,862

１. 受 取 利 息 100

２. 他 会 計 負 担 金 420,853

３. 他 会 計 補 助 金 27,003

４. 長期前受金戻入 1,257,596

５. 雑 収 益 6,310

３. 特 別 利 益 37

１. 過年度損益修正益 37

令和５年度奈良市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額
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備 考

１. 水 道 事 業 費 用 9,253,000

１. 営 業 費 用 8,793,018

１. 原水及び浄水費 2,575,367

２. 配 水 費 445,775

３. 給 水 費 184,669

４. 施 設 管 理 費 731,204

５. 受 託 工 事 費 14,843

６. 業 務 費 406,445

７. 総 係 費 837,349

８. 東 部 管 理 費 110,833

９. 都 祁 管 理 費 171,883

月 ヶ 瀬 管 理 費 62,601

減 価 償 却 費 2,983,773

資 産 減 耗 費 268,276

２. 営 業 外 費 用 443,414

１. 支 払 利 息 163,411

２.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 280,000

３. 雑 支 出 3

３. 特 別 損 失 6,568

１.
固 定 資 産
売 却 損 409

２.
過 年 度 損 益
修 正 損 6,159

４. 予 備 費 10,000

１. 予 備 費 10,000

支　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額

10.

11.

12.
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備 考

１. 資 本 的 収 入 1,733,000

１. 企 業 債 1,165,300

１. 企 業 債 1,165,300

２.
固 定 資 産
売 却 代 金

102

１.
固 定 資 産
売 却 代 金

102

３. 補 助 金 69,410

１.
国 ・ 県 そ の 他
補 助 金

69,410

４. 負 担 金 219,408

１. 負 担 金 7,975

２. 受 託 負 担 金 115,573

３. 他 会 計 補 助 金 95,860

５. 分 担 金 278,780

１. 施 設 分 担 金 278,780

（単位：千円）

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

款 項 目 予 定 額
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備 考

１. 資 本 的 支 出 3,727,000

１. 建 設 改 良 費 2,576,678

１. 配水施設整備費 164,450

２. 配 水 施 設 費 16,419

３. 施 設 費 338,344

４. 配水施設改良費 976,738

５. 受託配水管改良費 184,149

６.
東 部 地 域
建 設 改 良 費

167,046

７.
都 祁 地 域
建 設 改 良 費

357,008

８.
月 ヶ 瀬 地 域
建 設 改 良 費

166,730

９. 職 員 給 与 費 205,794

２. 固定資産取得費 22,375

１. 固定資産取得費 20,786

２.
都 祁
固定資産取得費

1,576

３.
月 ヶ 瀬
固定資産取得費

13

３. 企 業 債 償 還 金 1,117,947

１. 企 業 債 償 還 金 933,665

２.
都 祁
企 業 債 償 還 金

160,998

３.
月 ヶ 瀬
企 業 債 償 還 金

23,284

４. 予 備 費 10,000

１. 予 備 費 10,000

款 項 目 予 定 額

支　　　　　　　出

（単位：千円）
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令和５年度奈良市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

（単位：千円）

１. 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 52,904

減価償却費 2,983,773

引当金の増減額（△は減少） 75,929

長期前受金戻入額 △ 1,257,596

受取利息 △ 100

支払利息 163,411

固定資産除却損(撤去工事費除く) 250,147

固定資産売却損益（△は益） 409

未収消費税等の増減額（△は増加） 124,272

未払消費税等の増減額（△は減少） 78,532

その他流動資産の増減額（△は増加） 7

小計 2,471,688

利息の受取額 100

利息の支払額 △ 163,411

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,308,377

２. 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 2,924,619

有形固定資産の売却による収入 102

補助金による収入 63,100

負担金による収入 240,226

分担金による収入 253,437

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,367,754

３. 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 500,000

一時借入金の返済による支出 △ 500,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,165,300

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,117,947

財務活動によるキャッシュ・フロー 47,353

資 金 減 少 額 12,024

資金期首残高 7,107,840

資金期末残高 7,095,816

－ 11 －
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考

(
職
員
数
)

 
平
年
度
分

3
,8

1
2

１
　
月

9
3
 人

0
.2

4
%

 
本
年
度
分

1
,3

5
6

昇
給

期
別

職
員

数
 
(
昇
給
期
)
 

平
均

昇
給

率

　
そ

の
他

の
増

減
分

7
,9

7
8

現
に

在
職

す
る

（
そ
の
他
）

前
年
度

1
3
0

7

増
　
減

4

（
計
）

職
員

数

本
年
度

1
3
4

1
3
8

1
3
7

　
給

与
改

定
に

伴
う

増
減

分

4

2
0
,9

8
6

手
　

　
　

当
3
9
,5

5
4

　
給

与
改

定
に

伴
う

増
減

分
9
,7

7
4

　
そ

の
他

の
増

減
分

2
9
,7

8
0

給
　

　
　

料
1
3
,8

5
0

　
昇

給
に

伴
う

増
加

分
5
,1

6
8

7
0
4

 
そ
の
他

8
,7

9
4

△
 3

1

2
1
9

9
,
4
8
2

7
3

 
退
職
給
付
費

 
期
末
手
当

 
勤
勉
手
当

 
そ
の
他
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３
．

給
料

及
び

手
当

の
状

況
　

 

　
(
1
)
 
職

員
１

人
当

た
り

給
与

　
(
2
)
 
初

　
任

　
給

高
　

　
校

　
　

卒
１

５
８

，
９

０
０

同
　

　
左

令
和

5
年

1
月

1
日

短
　

　
大

　
　

卒
１

６
９

，
８

０
０

大
　

　
学

　
　

卒
１

９
１

，
７

０
０

平
均

年
齢

（
歳

）

区
　

　
　

分
学

　
　

　
歴

一
　

般
　

職
（

円
）

一
般

会
計

の
制

度
（

円
）４
４

．
２

３
４

３
，

８
５

２

４
４

１
，

５
６

１

令
和

5
年

１
月

１
日

現
在

平
均

給
与

月
額

（
円

）

平
均

年
齢

（
歳

）

４
４

６
，

６
３

７

４
５

．
６

平
均

給
料

月
額

（
円

）

令
和

4
年

１
月

１
日

現
在

平
均

給
与

月
額

（
円

）

区
　

　
　

　
　

　
分

一
　

般
　

職

平
均

給
料

月
額

（
円

）
３

４
４

，
８

１
３

－ 14 －



　
(
3
)
　

級
別

職
員

数
〔

　
　

〕
は

再
任

用
職

員
の

職
員

数
及

び
構

成
比

 
（

単
位

：
人

・
％

）

区
　

　
　

　
　

　
　

　
分

１
3
.7

２

一
　

　
　

　
　

般
　

　
　

　
　

職

級
職

　
　

員
　

　
数

構
　

　
成

　
　

比

6
.0

85

３
3
2
.1

〔
8
5
.7

〕

４
2
6
.9

4
3

3
6

1
8
.6

〔
1
4
.3

〕

６
4
.5

  
〔
1
〕

2
5

５

6

２
6
.9

３
3
1
.5

１
3
.9

６
5
.4

2
6

  
〔
1
〕

４１
０

計７
3
.0

８
3
.7

９
1
.5

4 5 2

  
〔
7
〕

1
3
4 2

１
０

計

令
和

 5
年

 1
月

1
日

現
在

令
和

 4
年

 1
月

1
日

現
在

  
〔
6
〕

７
2
.3

８
3
.9

９
1
.5

2
4
.6

５
2
0
.0

1
3
0

〔
1
0
0
.0

〕

1
0
0
.0

〔
1
0
0
.0

〕

〔
9
0
.0

〕

〔
1
0
.0

〕

1
0
0
.0

  
〔
1
0
〕

5 9

4
1

  
〔
9
〕

3
2 7 3 5
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（
級

別
の

基
準

と
な

る
職

務
）

 
(
4
)
　

昇
給

職
　

　
員

　
　

数
（

Ａ
)

１
３

８

昇
給

に
係

る
職

員
数

（
Ｂ

)
９

６

１
号

給

２
号

給

３
号

給
２

４
号

給
９

４

比
　

　
　

率
　

（
Ｂ

）
／

（
Ａ

）
６

９
．

６

職
　

　
員

　
　

数
（

Ａ
)

１
３

７

昇
給

に
係

る
職

員
数

（
Ｂ

)
９

７

１
号

給
１

２
号

給
１

３
号

給
２

４
号

給
９

３

比
　

　
　

率
　

（
Ｂ

）
／

（
Ａ

）
７

０
．

８

１
０

　
級

事
務

職
員

主
 
事

主
 
務

係
長

級
課

長
補

佐
級

５
　

級

技
術

職
員

６
　

級
７

　
級

８
　

級
９

　
級

主
幹

級
課

長
級

次
長

級
 
部

長
級

 
部

長
級

区
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
分

一
　

　
般

　
　

職

本 　 年 　 度

（
人

）

（
人

）

（
人

）

号
給

数
別

内
訳

（
人

）

（
人

）

（
人

）

区 　 分

１
　

級
２

　
級

３
　

級
４

　
級

（
％

）

前 　 年 　 度

（
人

）

（
人

）

（
人

）

号
給

数
別

内
訳

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
％

）
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(
5
)
　

特
殊

勤
務

手
当

　
(
6
)
　

期
末

手
当

、
勤

勉
手

当

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

〔
　

 
〕

は
再

任
用

職
員

の
支

給
率

区
　

　
　

　
　

　
分

一
　

　
般

　
　

職

給
料

総
額

に
対

す
る

比
率

（
％

）
０

．
０

２

備
　

考
支

 
 
給

 
 
率

 
 
計

６
月

 
1
2
月

支
給

対
象

職
員

の
比

率
（

令
和

５
年

１
月

１
日

現
在

）
（

％
）

３
８

．
０

６

代
表

的
な

特
殊

勤
務

手
当

の
名

称
応

急
処

理
等

作
業

手
当

、
動

物
死

体
処

理
作

業
手

当
災

害
復

旧
等

業
務

手
当

、
有

害
物

等
取

扱
業

務
手

当

有
〔

１
．

１
５

０
〕

〔
１

．
１

５
０

〕
〔

２
．

３
０

〕

区
　

　
分

支
 
給

 
期

 
別

 
支

 
給

 
率

職
制

上
の

段
階

、
職

務
の

級
等

に
よ

る
加

算
措

置

本
年

度
２

．
２

０
０

２
．

２
０

０
４

．
４

０

前
年

度
２

．
１

５
０

２
．

１
５

０
４

．
３

０
有

〔
１

．
１

２
５

〕
〔

１
．

１
２

５
〕

〔
２

．
２

５
〕

一
般

会
計

の
制

度
２

．
２

０
０

２
．

２
０

０
４

．
４

０
有

〔
１

．
１

５
０

〕
〔

１
．

１
５

０
〕

〔
２

．
３

０
〕
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(
7
)
　

定
年

退
職

及
び

応
募

認
定

退
職

に
係

る
退

職
手

当

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

　
(
8
)
　

そ
の

他
の

手
当

区
 
 
 
 
 
 
 
 
分

備
　

考
２

０
年

勤
続

の
者

２
５

年
勤

続
の

者
３

５
年

勤
続

の
者

最
高

限
度

そ
の

他
の

加
算

措
置

等

応
募

認
定

退
職

特
 
例

 
措

 
置

（
3
%
 
～

 
4
5
%
 
加

算
）

一
般

会
計

の
制

度
同

　
　

　
　

じ
（

支
給

率
等

）

支
 
給

 
率

 
等

２
４

．
５

８
６

８
７

５
３

３
．

２
７

０
７

５
４

７
．

７
０

９
４

７
．

７
０

９

差
 
 
異

 
 
の

 
 
内

 
 
容

扶
　

 
　

養
　

 
　

手
　

 
　

当
同

　
　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

地
　

 
　

域
　

 
　

手
　

 
　

当
同

　
　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

住
　

 
　

居
　

 
　

手
 
　

　
当

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

通
　

 
　

勤
　

 
　

手
　

 
　

当
同

　
　

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

区
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
分

一
般

会
計

の
制

度
と

の
異

同
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会
計
年
度
任
用
職
員

１
．
総
括

（
単
位
：
千
円
）

〔
　

 〕
内

は
、

会
計

年
度

任
用

の
職

を
占

め
る

職
員

で
あ

っ
て

、
そ

の
一

週
間

当
た

り
の

通
常

の
勤

務
時

間
が

常
時

勤
務

を

要
す

る
職

を
占

め
る

職
員

の
一

週
間

当
た

り
の

通
常

の
勤

務
時

間
に

比
し

短
い

職
員

の
外

数

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

通
勤
手
当 4
,5

5
3

4
,3

9
7

特
殊
勤
務
手
当 6

3

6
3

7
3
,1

5
6

3
,1

1
0

6
0
4

期
末
手
当 4

,0
6
2

1
,1

0
2

△
 9

5
2

手
当

の
内

訳

9
,6

2
4

比
　
　
較〔
3
8
〕

〔
3
〕

1
5
6

区
　
　
分

△
 4

9
8

時
 
間
 
外

勤
務
手
当

8
4
,8

9
4

4
,9

8
2

合
　
　
計 8
9
,8

7
6

比
較

1
1
,7

3
8

給
　
　
　
与
　
　
　
費

法
定
福
利
費

△
 1

,2
9
4

4
,8

0
8

1
7
4

6
9
,6

3
4

6
3
,5

3
2

6
,1

0
2

給
　
　
料

手
　
　
当

計

8
,3

3
0

7
7
,9

6
4

1
1
,9

1
2

区
　
　
　
　
分

〔
4
1
〕

本
年

度

前
年

度

職
 
員
 
数
（
人
）
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２
．

給
料

及
び

手
当

の
増

減
額

の
明

細
（

単
位

：
千

円
）

手
　

　
当

△
 1

,2
9
4

給
　

　
料

6
,1

0
2

備
　

 
 
　

考
増
 
 
減
 
 
事
 
 
由
 
 
別
 
 
内
 
 
訳

区
 
 
 
 
 
分

増
 
減

 
額

説
　
 
 
　

 
明

そ
の

他
の
増
減
分

4
,6

6
3

給
与

改
定
に
伴
う
増
減
分

1
,4

3
9

給
与

改
定
に
伴
う
増
減
分

そ
の

他
の
増
減
分

△
 1

,1
4
0

△
 1

5
4
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企
業
債
補
助
金
損
益
勘
定

留
保
資
金
等

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

％

令
和

４
年
度

4
4
,
1
2
3

0
-

4
4
,
1
2
3

-
0

-
0

-
0
.
0
逓
次
繰
越

4
4
,
1
2
3
千

円

令
和

５
年
度

1
9
2
,
9
7
0

9
6
,
4
0
0

-
9
6
,
5
7
0

-
-
2
3
7
,
0
9
3
2
3
7
,
0
9
3

-
6
9
.
5

令
和

６
年
度

1
0
3
,
9
0
7

5
1
,
9
0
0

-
5
2
,
0
0
7

-
-

-
-

1
0
3
,
9
0
7

-

計
3
4
1
,
0
0
0
1
4
8
,
3
0
0

-
1
9
2
,
7
0
0

-
0
2
3
7
,
0
9
3
2
3
7
,
0
9
3

1
0
3
,
9
0
7

6
9
.
5

令
和

５
年
度

3
4
,
8
0
4

0
-

3
4
,
8
0
4

-
-

3
4
,
8
0
4

3
4
,
8
0
4

-
4
0
.
0

令
和

６
年
度

5
2
,
2
0
6

4
6
,
9
0
0

-
5
,
3
0
6

-
-

-
-

5
2
,
2
0
6

-

計
8
7
,
0
1
0

4
6
,
9
0
0

-
4
0
,
1
1
0

-
-

3
4
,
8
0
4

3
4
,
8
0
4

5
2
,
2
0
6

4
0
.
0

１
.
資
本
的
支
出
１
.
建
設
改
良
費

（
仮
称
）

飛
鳥
ポ
ン
プ
所

築
造
工
事

緑
ヶ
丘
浄
水
場

高
圧
受
変
電

設
備
改
良
工
事

継
　
続
　
費
　
に
　
関
　
す
　
る
　
調
　
書

款
項

事
業

名

全
体

計
画

前
前
年
度

末
ま
で
の

支
払
義
務

発
生
額

前
年
度
末

ま
で
の
支

払
義
務
発

生
（
見
込

）
額

当
該
年
度

支
払
義
務

発
生
予
定

額

当
該
年
度

末
ま
で
の

支
払
義
務

発
生
予
定

額

翌
年
度
以
降

の
支
払
義
務

発
生
予
定
額

継
続
費
の

総
額
に
対

す
る
進
捗

率

備
考

年
度
年
割
額

左
の

財
源

内
訳

－ 21 －



企
業
債
補
助
金
損
益
勘
定

留
保
資
金
等

令
和

５
年
度

1
6
8
,
4
3
8

0
-

1
6
8
,
4
3
8

-
-
1
6
8
,
4
3
8
1
6
8
,
4
3
8

-
7
6
.
8

令
和

６
年
度

5
0
,
9
2
8

3
0
,
5
0
0

-
2
0
,
4
2
8

-
-

-
-

5
0
,
9
2
8

-

計
2
1
9
,
3
6
6

3
0
,
5
0
0

-
1
8
8
,
8
6
6

-
-
1
6
8
,
4
3
8
1
6
8
,
4
3
8

5
0
,
9
2
8

7
6
.
8

令
和

５
年
度

7
6
,
5
3
4

0
-

7
6
,
5
3
4

-
-

7
6
,
5
3
4

7
6
,
5
3
4

-
4
2
.
4

令
和

６
年
度

1
0
4
,
1
5
1

6
2
,
4
0
0

-
4
1
,
7
5
1

-
-

-
-

1
0
4
,
1
5
1

-

計
1
8
0
,
6
8
5

6
2
,
4
0
0

-
1
1
8
,
2
8
5

-
-

7
6
,
5
3
4

7
6
,
5
3
4

1
0
4
,
1
5
1

4
2
.
4

令
和

５
年
度

6
6
,
9
8
9

0
-

6
6
,
9
8
9

-
-

6
6
,
9
8
9

6
6
,
9
8
9

-
3
7
.
2

令
和

６
年
度

1
1
2
,
9
4
1

6
7
,
7
0
0

-
4
5
,
2
4
1

-
-

-
-

1
1
2
,
9
4
1

-

計
1
7
9
,
9
3
0

6
7
,
7
0
0

-
1
1
2
,
2
3
0

-
-

6
6
,
9
8
9

6
6
,
9
8
9

1
1
2
,
9
4
1

3
7
.
2

前
年
度
末

ま
で
の
支

払
義
務
発

生
（
見
込

）
額

当
該
年
度

支
払
義
務

発
生
予
定

額

当
該
年
度

末
ま
で
の

支
払
義
務

発
生
予
定

額

翌
年
度
以
降

の
支
払
義
務

発
生
予
定
額

継
続
費
の

総
額
に
対

す
る
進
捗

率

備
考

１
.
資
本
的
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令和５年度奈良市水道事業予定貸借対照表

（令和６年３月３１日）

（単位：千円）

資   産   の   部

１. 固  定  資  産

  (1)　有  形  固  定  資  産

　  イ　土              地 4,155,132

　  ロ　建              物 4,596,578

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 2,405,446 2,191,132

　  ハ　構      築      物 95,397,879

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 51,811,069 43,586,810

　  ニ　機 械 及 び 装 置 20,828,914

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 15,867,559 4,961,355

　  ホ  車  両  運  搬  具 130,100

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 101,492 28,608

　  ヘ　器   具   備   品 172,120

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 120,560 51,560

　  ト　建  設  仮  勘  定 1,330,775

     　有 形 固 定 資 産 合 計 56,305,372

  (2)　無  形  固  定  資  産

　  イ　ダ  ム  使  用  権 16,231,922

　  ロ　その他無形固定資産 968,866

     　無 形 固 定 資 産 合 計 17,200,788

  (3)　投  　  　  　  　  資

　  イ　出　　　資　　　金 3,175

     　投　　資　　合　　計 3,175

　  固  定  資  産  合  計 73,509,335

２. 流  動  資  産

  (1)　現    金    預    金 7,095,816

  (2)　未       収       金 687,582

     　貸  倒  引  当  金 △ 41,029 646,553

  (3)　貯       蔵       品 14,888

  (4)　そ の 他 流 動 資 産 22,454

　  流  動  資  産  合  計 7,779,711

　  資      産      合    計 81,289,046
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負   債   の   部

３. 固　定　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 13,252,997

     　企  業  債  合  計 13,252,997

  (2)　引 　　　当　　　 金

　  イ　退 職 給 付 引 当 金 1,362,411

     　引  当  金  合  計 1,362,411

　  固  定  負  債  合  計 14,615,408

４. 流　動　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 1,046,927

     　企  業  債  合  計 1,046,927

  (2)　未       払       金 436,214

  (3)　前       受       金 21,716

  (4)　引 　　　当　　　 金

　  イ　賞  与  引  当  金 105,187

     　引  当  金  合  計 105,187

  (5)　預       り       金 486,957

　  流  動  負  債  合  計 2,097,001

５. 繰　延　収　益

  (1)　長　期　前　受　金 54,668,815

  (2)　収  益  化  累  計  額 △ 27,609,379 27,059,436

　  繰  延  収  益  合  計 27,059,436

　  負      債      合    計 43,771,845
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資   本   の   部

６. 資　　本　　金 14,982,951

７. 剰　　余　　金

  (1)　資　本　剰　余　金

　  イ　受 贈 財 産 評 価 額 1,364,952

　  ロ　諸   補   助   金 106,602

　  ハ　分      担      金 5,401,638

　  ニ　負担金その他諸収入 11,743,704

     　資 本 剰 余 金 合 計 18,616,896

  (2)　利　益　剰　余　金

　  イ　減　債　積　立　金 1,000,000

　  ロ　水 道 老 朽 施 設

　  　　更  新  積  立  金 2,000,000

　  ハ　当 年 度 未 処 分

　  　　利  益  剰  余  金 917,354

     　利 益 剰 余 金 合 計 3,917,354

　  剰   余   金   合   計 22,534,250

　  資      本      合    計 37,517,201

　  負  債  資  本  合  計 81,289,046
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令和４年度奈良市水道事業予定損益計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

（単位：千円）

１. 営   業    収   益

 (1) 給 水 収 益 6,980,554

 (2) 受 託 工 事 収 益 6,844

 (3) 工 事 負 担 金 2,664

 (4) 手 数 料 8,253 6,998,315

２. 営   業    費   用

 (1) 原 水 及 び 浄 水 費 2,381,665

 (2) 配 水 費 365,413

 (3) 給 水 費 161,696

 (4) 施 設 管 理 費 554,177

 (5) 受 託 工 事 費 15,895

 (6) 業 務 費 355,211

 (7) 総 係 費 792,895

 (8) 東 部 管 理 費 90,171

 (9) 都 祁 管 理 費 134,868

 (10) 月 ヶ 瀬 管 理 費 56,251

 (11) 減 価 償 却 費 2,948,084

 (12) 資 産 減 耗 費 33,209 7,889,535

  　営      業      損      失 891,220

３. 営  業  外  収  益

 (1) 受 取 利 息 287

 (2) 他 会 計 負 担 金 419,682

 (3) 他 会 計 補 助 金 22,650

 (4) 長 期 前 受 金 戻 入 1,249,710

 (5) 雑 収 益 6,512 1,698,841

４. 営  業  外  費  用

 (1) 支 払 利 息 161,262

 (2) 雑 支 出 3,684 164,946 1,533,895

  　経      常      利      益 642,675

５. 特   別    利   益

 (1) 過 年 度 損 益 修 正 益 155 155

６. 特   別    損   失

 (1) 固 定 資 産 売 却 損 3,361

 (2) 過 年 度 損 益 修 正 損 5,568 8,929 △ 8,774

　  当　 年　 度　 純　 利　 益 633,901

　  前　年　度　繰　越　利　益　剰　余　金 230,549

　  当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 864,450
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令和４年度奈良市水道事業予定貸借対照表

（令和５年３月３１日）

（単位：千円）

資   産   の   部

１. 固　定　資　産

  (1)　有  形  固  定  資  産

　  イ　土              地 4,145,143

　  ロ　建              物 4,596,803

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 2,328,675 2,268,128

　  ハ　構      築      物 93,913,340

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 50,063,934 43,849,406

　  ニ　機 械 及 び 装 置 19,672,770

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 15,472,481 4,200,289

　  ホ　車  両  運  搬  具 127,231

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 89,129 38,102

　  ヘ　器   具   備   品 164,904

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 108,672 56,232

　  ト　建  設  仮  勘  定 1,157,148

     　有 形 固 定 資 産 合 計 55,714,448

  (2)　無  形  固  定  資  産

　  イ　ダ  ム  使  用  権 16,911,862

　  ロ　その他無形固定資産 1,006,187

     　無 形 固 定 資 産 合 計 17,918,049

  (3)　投              　資

　  イ　出　　　資　　　金 3,175

     　投　　資　　合　　計 3,175

     固  定  資  産  合  計 73,635,672

２. 流　動　資　産

  (1)　現    金    預    金 7,107,840

  (2)　未       収       金 848,429

     　貸　倒　引　当　金 △ 47,514 800,915

  (3)　貯       蔵       品 14,888

  (4)　そ の 他 流 動 資 産 22,461

     流  動  資  産  合  計 7,946,104

     資      産      合    計 81,581,776
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負   債   の   部

３. 固　定　負　債

  (1)　企       業       債

     イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 13,134,624

     　企  業  債  合  計 13,134,624

  (2)　引 　　　当　　　 金

　  イ　退 職 給 付 引 当 金 1,281,041

     　引  当  金  合  計 1,281,041

　  固  定  負  債  合  計 14,415,665

４. 流　動　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 1,117,947

     　企  業  債  合  計 1,117,947

  (2)　未       払       金 357,682

  (3)　前       受       金 21,716

  (4)　引 　　　当　　　 金

　  イ　賞  与  引  当  金 104,143

     　引  当  金  合  計 104,143

  (5)　預       り       金 486,957

　  流  動  負  債  合  計 2,088,445

５. 繰　延　収　益

  (1)　長　期　前　受　金 53,965,152

  (2)　収  益  化  累  計  額 △ 26,351,783 27,613,369

　  繰  延  収  益  合  計 27,613,369

　  負      債      合    計 44,117,479
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資   本   の   部

６. 資　　本　　金 14,982,951

７. 剰　　余　　金

  (1)　資　本　剰　余　金

　  イ　受 贈 財 産 評 価 額 1,364,952

　  ロ　諸   補   助   金 106,602

　  ハ　分      担      金 5,401,638

　  ニ　負担金その他諸収入 11,743,704

     　資 本 剰 余 金 合 計 18,616,896

  (2)　利　益　剰　余　金

　  イ　減  債  積  立  金 1,000,000

　  ロ　水 道 老 朽 施 設

　  　　更  新  積  立  金 2,000,000

　  ハ　当 年 度 未 処 分

　  　　利  益  剰  余  金 864,450

     　利 益 剰 余 金 合 計 3,864,450

　  剰   余   金   合   計 22,481,346

　  資      本      合    計 37,464,297

　  負  債  資  本  合  計 81,581,776
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奈良市水道事業注記表 

 

会計に関する書類における注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品  先入先出法による原価法によっている。 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 

・減価償却の方法 定額法（ただし、取替資産については取替法による。） 

・主な耐用年数 

建物      ６～６５年 

構築物      ６～８０年 

機械及び装置  ５～２０年 

器具及び備品  ２～２０年 

⑵  無形固定資産 

・減価償却の方法 定額法 

 

３ 引当金の計上方法 

⑴ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当 

する金額を計上している。 

⑵  賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２

月から３月までの４か月分）を計上している。 

⑶  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を

計上している。 
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４ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

⑴  消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。 

 

Ⅱ．キャッシュ・フロー計算書等関連 

１ 重要な非資金取引 

⑴ 当年度、新たに計上する受贈財産に係る資産及び負債の額は、それぞれ１８３，

４７５千円の見込みである。 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は８６

３，９８５千円である。 

２ 保証債務又は重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

⑴  重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

平成２６年１２月６日に発生した奈良市法蓮佐保山一丁目斜面崩落事故により

損害賠償金１９８，６９１，３４４円、並びに発生日の翌日から損害賠償金の完

済に至るまで年５分の割合による金額及び訴訟費用が請求されている。 

３ 引当金の取崩し 

⑴  退職給付引当金の取崩し 

該当事項無し 

⑵  賞与引当金の取崩し 

令和５年度において、期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払

いとして１０４，１４３千円を負担するため、賞与引当金を同額取り崩すものと

して算定した。 

⑶  貸倒引当金の取崩し 

令和５年度において、５年経過債権及び破産等により免責対象となる債権１５，

２３５千円について不納欠損処分をするため、貸倒引当金を同額取り崩すものと
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して算定した。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

水道事業会計は、奈良市水道事業、都祁水道事業及び月ヶ瀬簡易水道事業を運営

しており、各事業で運営方針等を決定していることから、奈良市水道事業、都祁水

道事業及び月ヶ瀬簡易水道事業の３つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

セグメント区分 事業の内容 

奈良市水道事業 都祁及び月ヶ瀬地域以外の地域において水道水を供給する業務 

都祁水道事業 都祁地域において水道水を供給する業務 

月ヶ瀬簡易水道事業 月ヶ瀬地域において水道水を供給する業務 

 

２ 報告セグメントごとの営業収益等 

当年度 （ 自 令和5年4月1日 至 令和6年3月31日 ） 

単位（千円） 奈良市水道事業 都祁水道事業  月ヶ瀬簡易水道事業 合  計 

営業収益 7,500,394 126,694 25,013 7,652,101 

営業費用 8,269,032 406,165 117,821 8,793,018 

営業損益 △768,638 △279,471 △92,808 △1,140,917 

経常損益 338,329 △146,271 △64,527 127,531 

その他項目     

 他会計繰入金 10,449 9,240 7,314 27,003 

 減価償却費 2,701,634 231,405 50,734 2,983,773 

 特別利益 37 0 0 37 

 特別損失 5,884 600 84 6,568 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
2,073,726 358,584 166,743 2,599,053 
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Ⅴ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。 

２ 賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リ

ース料相当額 

     １年内  １０９，８４３千円 

     １年超  ２４０，１１３千円 

      計   ３４９，９５６千円 
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奈良市議案第２４号 

令和５年度奈良市下水道事業会計予算 

（総則） 

第１条 令和５年度奈良市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

１．水 洗 化 人 口  ３１５，８５０人 

２．年 間 有 収 水 量 ３５，７８０，０００㎥ 

３．１日平均有収水量  ９７，７６０㎥ 

４．主要な建設改良事業  ６８９，３６６千円 

(1) 管 渠 建 設 費  ３９，８６５千円 

(2) 管 渠 改 良 費 ３８８，０００千円 

(3) 流域下水道整備事業費 ２６１，５０１千円 

（収益的収入及び支出）  

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収         入 

第１款 下水道事業収益 ８，７３１，０００千円 

第１項 営 業 収 益 ５，８４４，９９６千円 

第２項 営 業 外 収 益 ２，８８５，９８３千円 

第３項 特 別 利 益  ２１千円 

支 出 

第１款 下水道事業費用 ８，５４２，０００千円 

第１項 営 業 費 用 ８，１００，５１６千円 

第２項 営 業 外 費 用  ４３３，０２４千円 

第３項 特 別 損 失  ３，４６０千円 

第４項 予 備 費  ５，０００千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支 

出額に対し不足する額２，１２４，０００千円は、過年度分損益勘定留保資金１，４８３，

８９４千円及び当年度分損益勘定留保資金６４０，１０６千円で補塡するものとする。）。 

収         入 

 第１款 資本的収入                   １，８５７，０００千円 

  第１項 企 業 債             １，２７６，１００千円 

  第２項 他 会 計 補 助 金               ４４９，６４９千円 

  第３項 国庫補助金及び交付金               １１０，０００千円 

  第４項 県 補 助 金                 ３，１００千円 

  第５項 負 担 金 等                １８，１５１千円 

支         出 

 第１款 資本的支出                   ３，９８１，０００千円 

  第１項 建 設 改 良 費               ７３８，９４１千円 

  第２項 固 定 資 産 取 得 費                 １，２１８千円 

  第３項 企 業 債 償 還 金             ３，２４０，８４１千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事      項 期  間 限  度  額 

水洗便所改造資金融資斡旋事業に
伴う利子補給（公共下水道分） 

令和５年度から 
令和９年度まで 

融資総額33,000千円を限度とす
る年利1.40%の範囲内の額 

水洗便所改造資金借受者の金融機 
関からの融資に対する損失補償 
（公共下水道分） 

令和５年度から 
令和９年度まで 

金融機関からの借入総額33,000
千円及び当該借入期間中の利息
相当額並びに遅延利息の合計額 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利   率 償 還 の 方 法 

 

 

 

 
下水道事業 

千円 

 

 

 
1,276,100 

 

 

 

 
証書借入 

5.0％以内 

（利率見直し方

式により当該利

率の見直しを行

った後において

は、見直し後の

利率とする。） 

借入先の融資条件

による。ただし企

業財政の都合によ

り、据置期間を短

縮し、若しくは繰

上償還又は低利に

借り換えることが

できる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、２，０００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め 

る。 

 (1) 収益的支出における各項間の流用 

 (2) 資本的支出における各項間の流用  

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、 

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら 

ない。 

 (1) 職 員 給 与 費                     ２６３，７３８千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条 一般会計から補助を受ける金額は、１，１９８，３９６千円と定める。 

（たな卸資産購入限度額） 

第１１条 たな卸資産購入限度額は、１００，０００千円と定める。 

 

  令和５年２月２８日提出 

奈良市長  仲 川 元 庸   
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１．令和５年度 奈良市下水道事業会計予算実施計画 

 

２．令和５年度 奈良市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書 
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－ 40 －



備 考

１. 下水道事業収益 8,731,000

１. 営 業 収 益 5,844,996

１. 下 水 道 使 用 料 5,393,003

２. 雨水処理負担金 451,892

３. その他営業収益 101

２. 営 業 外 収 益 2,885,983

１.
受 取 利 息
及 び 配 当 金 8

２. 他 会 計 負 担 金 5,758

３. 他 会 計 補 助 金 296,855

４.
国 庫 補 助 金
及 び 交 付 金 138,048

５. 県 補 助 金 4,086

６. 長期前受金戻入 2,439,920

７. 雑 収 益 1,308

３. 特 別 利 益 21

１. 過年度損益修正益 21

令和５年度奈良市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額
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備 考

１. 下水道事業費用 8,542,000

１. 営 業 費 用 8,100,516

１. 管 渠 費 402,424

２. ポ ン プ 場 費 72,101

３. 処 理 場 費 845,786

４. 普 及 指 導 費 59,815

５. 業 務 費 203,859

６. 総 係 費 379,563

７. 減 価 償 却 費 3,871,428

８. 資 産 減 耗 費 12,262

９. 流域下水道管理費 2,253,278

２. 営 業 外 費 用 433,024

１.
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費 183,016

２.
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 250,000

３. 雑 支 出 8

３. 特 別 損 失 3,460

１.
過 年 度 損 益
修 正 損 3,460

４. 予 備 費 5,000

１. 予 備 費 5,000

支　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額
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備 考

１. 資 本 的 収 入 1,857,000

１. 企 業 債 1,276,100

１. 企 業 債 1,276,100

２. 他 会 計 補 助 金 449,649

１. 他 会 計 補 助 金 449,649

３.
国庫補助金及び
交 付 金 110,000

１.
国庫補助金及び
交 付 金 110,000

４. 県 補 助 金 3,100

１. 県 補 助 金 3,100

５. 負 担 金 等 18,151

下水道事業受益者

負 担 金

２. 工 事 負 担 金 10,682

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額

１. 7,469
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備 考

１. 資 本 的 支 出 3,981,000

１. 建 設 改 良 費 738,941

１. 管 渠 建 設 費 41,902

２. 管 渠 改 良 費 388,259

３.
流 域 下 水 道
整 備 事 業 費 261,501

４. 職 員 給 与 費 47,279

２. 固定資産取得費 1,218

１.
有 形 固 定 資 産
取 得 費 1,218

３. 企 業 債 償 還 金 3,240,841

１. 企 業 債 償 還 金 3,240,841

支　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額
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（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

（単位：千円）

１.業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 261,715

減価償却費 3,871,428

引当金の増減額(△は減少) 11,016

長期前受金戻入額 △ 2,439,920

受取利息 △ 8

支払利息 183,016

固定資産除却損 12,262

未収消費税等の増減額（△は増加） 33,144

未払金の増減額（△は減少） 117,552

未払消費税等の増減額（△は減少） 33,387

小計 2,083,592

利息の受取額 8

利息の支払額 △ 183,016

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,900,584

２.投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 448,511

無形固定資産の取得による支出 △ 273,146

国庫補助金等による収入 102,924

受益者負担金による収入 6,885

工事負担金による収入 9,711

一般会計からの繰入金による収入 420,264

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 181,873

３.財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 1,000

一時借入金の返済による支出 △ 1,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,276,100

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 3,240,841

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,964,741

資 金 減 少 額 246,030

資金 期首 残高 1,044,168

資金 期末 残高 798,138

令和５年度奈良市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
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0
△

 1
8

△
 7

2
5

△
 8

8
5
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２
．

給
料

及
び

手
当

の
増

減
額

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

職
員

数
の

異
動

の
状

況

人
人

人

人
人

人

人
人

人

備
　

  
　

考

(
職

員
数

)

1
5
 人

　
給

与
改

定
に

伴
う

増
減

分

　
そ

の
他

の
増

減
分

△
 8

,5
1
3

前
年

度
2
4

平
均

昇
給

率

7
1

増
　

減
△

 3

区
  
  
分

増
  
減

  
額

増
  
減

  
事

  
由

  
別

  
内

  
訳

説
　

  
　

明

0
.2

6
%

 
本

年
度

分
2
6
8

昇
給

期
別

職
員

数
 
(
昇

給
期

)
 

 
平

年
度

分
6
8
4

１
　

月

給
　

　
　

料
△

 7
,4

9
0

　
昇

給
に

伴
う

増
加

分
9
5
2

（
計

）
職

員
数

本
年

度
2
1

2
5

現
に

在
職

す
る

（
そ

の
他

）

手
　

　
　

当
△

 6
,8

5
2

　
給

与
改

定
に

伴
う

増
減

分
1
,5

3
5

　
そ

の
他

の
増

減
分

△
 8

,3
8
7

△
 2

 
退

職
給

付
費

4

△
 
8
8
5

 
そ

の
他

△
 
7
,
5
0
2

1

 
期

末
手

当
2
4

 
勤

勉
手

当
1
,
5
0
4

 
そ

の
他

7

2
7

3
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３
．

給
料

及
び

手
当

の
状

況
　

 

　
(
1
)
 
職

員
１

人
当

た
り

給
与

　
(
2
)
 
初

　
任

　
給

区
　

　
　

　
　

　
分

一
　

般
　

職

平
均

給
料

月
額

（
円

）
３

４
４

，
８

９
０

３
４

８
，

８
７

９

４
３

９
，

５
７

１

令
和

5
年

１
月

１
日

現
在

平
均

給
与

月
額

（
円

）

平
均

年
齢

（
歳

）

４
３

７
，

０
１

７

４
５

．
９

平
均

給
料

月
額

（
円

）

令
和

4
年

１
月

１
日

現
在

平
均

給
与

月
額

（
円

）

平
均

年
齢

（
歳

）

区
　

　
　

分
学

　
　

　
歴

一
　

般
　

職
（

円
）

一
般

会
計

の
制

度
（

円
）４
４

．
７

高
　

　
校

　
　

卒
１

５
８

，
９

０
０

同
　

　
左

令
和

5
年

1
月

1
日

短
　

　
大

　
　

卒
１

６
９

，
８

０
０

大
　

　
学

　
　

卒
１

９
１

，
７

０
０
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(
3
)
　

級
別

職
員

数
〔

　
　

〕
は

再
任

用
職

員
の

職
員

数
及

び
構

成
比

 
（

単
位

：
人

・
％

）

１ ２

区
　

　
　

　
　

　
　

　
分

一
　

　
　

　
　

般
　

　
　

　
　

職

級
職

　
　

員
　

　
数

構
　

　
成

　
　

比

令
和

 5
年

 1
月

1
日

現
在

３
3
8
.1

４
3
3
.3

8

2
9
.2

1
0
0
.0

4
1
6
.6

2
1 77

５
1
9
.1

６
9
.5

７

4 2

１

1

８ ９ １
０

計
2
4

1
0
0
.0

令
和

 4
年

 1
月

1
日

現
在

９８計 ４

2 1

１
０６ ７５２ ３

8
.3

4
.2

4
.2

3
7
.5

9
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（
級

別
の

基
準

と
な

る
職

務
）

 
(
4
)
　

昇
給

職
　

　
員

　
　

数
（

Ａ
)

２
５

昇
給

に
係

る
職

員
数

（
Ｂ

)
１

８

１
号

給

２
号

給

３
号

給

４
号

給
１

８

比
　

　
　

率
　

（
Ｂ

）
／

（
Ａ

）

職
　

　
員

　
　

数
（

Ａ
)

２
７

昇
給

に
係

る
職

員
数

（
Ｂ

)
１

９

１
号

給

２
号

給

３
号

給

４
号

給
１

９

比
　

　
　

率
　

（
Ｂ

）
／

（
Ａ

）
７

０
．

４

１
０

　
級

事
務

職
員

主
 
事

主
 
務

係
長

級
課

長
補

佐
級

５
　

級

技
術

職
員

６
　

級
７

　
級

８
　

級
９

　
級

主
幹

級
課

長
級

次
長

級
 
部

長
級

 
部

長
級

区
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
分

一
　

　
般

　
　

職

本 　 年 　 度

（
人

）

（
人

）

（
人

）

号
給

数
別

内
訳

（
人

）

（
人

）

（
人

）

区 　 分

１
　

級
２

　
級

３
　

級
４

　
級

（
％

）

前 　 年 　 度

（
人

）

（
人

）

（
人

）

号
給

数
別

内
訳

（
人

）

（
人

）

（
人

）

（
％

）

７
２

．
０
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(
5
)
　

特
殊

勤
務

手
当

　
(
6
)
　

期
末

手
当

、
勤

勉
手

当

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

〔
　

 
〕

は
再

任
用

職
員

の
支

給
率

６
月

 
1
2
月

区
　

　
　

　
　

　
分

一
　

　
般

　
　

職

備
　

考
支

 
 
給

 
 
率

 
 
計

区
　

　
分

支
 
給

 
期

 
別

 
支

 
給

 
率

職
制

上
の

段
階

、
職

務
の

級
等

に
よ

る
加

算
措

置

応
急

処
理

等
作

業
手

当
、

下
水

処
理

作
業

手
当

動
物

死
体

処
理

作
業

手
当

、
災

害
復

旧
等

業
務

手
当

６
１

．
９０

有

２
．

２
０

０
２

．
２

０
０

４
．

４
０

〔
１

．
１

５
０

〕
〔

１
．

１
５

０
〕

〔
２

．
３

０
〕

有有

〔
１

．
１

５
０

〕
〔

２
．

３
０

〕

２
．

２
０

０
２

．
２

０
０

４
．

４
０

本
年

度

前
年

度

一
般

会
計

の
制

度

（
％

）

（
％

）

給
料

総
額

に
対

す
る

比
率

支
給

対
象

職
員

の
比

率
（

令
和

５
年

１
月

１
日

現
在

）

代
表

的
な

特
殊

勤
務

手
当

の
名

称

２
．

１
５

０
２

．
１

５
０

４
．

３
０

〔
１

．
１

２
５

〕
〔

１
．

１
２

５
〕

〔
２

．
２

５
〕

〔
１

．
１

５
０

〕
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(
7
)
　

定
年

退
職

及
び

応
募

認
定

退
職

に
係

る
退

職
手

当

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

(
月

分
)

　
(
8
)
　

そ
の

他
の

手
当

区
 
 
 
 
 
 
 
 
分

支
 
給

 
率

 
等

２
４

．
５

８
６

８
７

５
４

７
．

７
０

９

２
０

年
勤

続
の

者

特
 
例

 
措

 
置

（
3
%
 
～

 
4
5
%
 
加

算
）

３
３

．
２

７
０

７
５

４
７

．
７

０
９

応
募

認
定

退
職

そ
の

他
の

加
算

措
置

等
備

　
考

最
高

限
度

３
５

年
勤

続
の

者
２

５
年

勤
続

の
者

一
般

会
計

の
制

度

（
支

給
率

等
）

同
　

　
　

　
じ

一
般

会
計

の
制

度
と

の
異

同
差

 
 
異

 
 
の

 
 
内

 
 
容

区
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
分

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

同
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
じ

扶
　

 
　

養
　

 
　

手
　

 
　

当

地
　

 
　

域
　

 
　

手
　

 
　

当

住
　

 
　

居
　

 
　

手
 
　

　
当

通
　

 
　

勤
　

 
　

手
　

 
　

当

－ 52 －



会
計
年
度
任
用
職
員

１
．
総
括

（
単
位
：
千
円
）

〔
　

 〕
内

は
、

会
計

年
度

任
用

の
職

を
占

め
る

職
員

で
あ

っ
て

、
そ

の
一

週
間

当
た

り
の

通
常

の
勤

務
時

間
が

常
時

勤
務

を

要
す

る
職

を
占

め
る

職
員

の
一

週
間

当
た

り
の

通
常

の
勤

務
時

間
に

比
し

短
い

職
員

の
外

数

職
 
員
 
数
（
人
）

△
 4

6
6

通
勤
手
当 1

,9
0
0

1
,9

4
9

△
 4

9

特
殊
勤
務
手
当

△
 6

4
1

2
5
,6

9
8

2
5
,7

5
5

△
 5

7

手
　
　
当

計

4
,8

0
4

1
,3

3
4

1
,5

6
1

3
,0

2
5

△
 1

,4
6
4

9

期
末
手
当

手
当

の
内

訳

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

比
　
　
較〔

1
〕

3
2
,5

3
7

5
,1

5
2

時
 
間
 
外

勤
務
手
当 1

,8
0
0

区
　
　
分

8 1

合
　
　
計 3
5
,0

1
3

3
7
,6

8
9

△
 2

,6
7
6

給
　
　
　
与
　
　
　
費

法
定
福
利
費

△
 1

,9
7
8

△
 2

,0
3
5

本
年

度

前
年

度

比
較

区
　
　
　
　
分

給
　
　
料

〔
1
5
〕

〔
1
4
〕

3
0
,5

0
2

4
,5

1
1

6
,7

8
2
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２
．
給

料
及

び
手

当
の

増
減

額
の

明
細

（
単

位
：

千
円

）

備
　

 
 
　

考
増
 
 
減
 
 
事
 
 
由
 
 
別
 
 
内
 
 
訳

区
 
 
 
 
 
分

増
 
減

 
額

説
　
 
 
　

 
明

手
　

　
当

△
 1

,9
7
8

△
 1

,9
1
0

給
　

　
料

△
 5

7

給
与

改
定
に
伴
う
増
減
分

5
0
1

給
与
改
定
に
伴
う
増
減
分

そ
の
他
の
増
減
分

△
 6

8

そ
の
他
の
増
減
分

△
 5

5
8
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（
単

位
：

千
円

）

事
　

項
限

度
額

水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

3
3
,
0
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

伴
う

利
子

補
給

る
年

利
0
.
9
5
%

の
（

公
共

下
水

道
分

）
範

囲
内

の
額

（
令

和
２

年
度

議
決

）

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
3
3
,
0
0
0

か
ら

の
融

資
に

対
す

る
千

円
及

び
当

該
借

損
失

補
償

入
期

間
中

の
利

息
（

公
共

下
水

道
分

）
相

当
額

並
び

に
遅

（
令

和
２

年
度

議
決

）
延

利
息

の
合

計
額

水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

1
1
,
1
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

伴
う

利
子

補
給

る
年

利
0
.
9
5
%

の
（

農
業

集
落

排
水

範
囲

内
の

額
処

理
施

設
分

）
（

令
和

２
年

度
議

決
）

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
1
1
,
1
0
0

か
ら

の
融

資
に

対
す

る
千

円
及

び
当

該
借

損
失

補
償

入
期

間
中

の
利

息
（

農
業

集
落

排
水

相
当

額
並

び
に

遅
処

理
施

設
分

）
延

利
息

の
合

計
額

（
令

和
２

年
度

議
決

）

令
和

５
年

度
か

ら
令

和
６

年
度

ま
で

限
度

額

に
同

じ
全

　
額

令
和

５
年

度
か

ら
令

和
６

年
度

ま
で

限
度

額

に
同

じ
全

　
額

令
和

５
年

度
か

ら
令

和
６

年
度

ま
で

限
度

額

に
同

じ
全

　
額

令
和

５
年

度
か

ら
令

和
６

年
度

ま
で

限
度

額

に
同

じ
全

　
額

債
　
務
　
負
　
担
　
行
　
為
　
に
　
関
　
す
　
る
　

調
　

書

左
 
 
の

 
 
財

 
 
源

 
 
内

 
 
訳

前
年

度
末

ま
で

の
当

該
年

度
以

降
の

支
払

義
務

発
生

（
見

込
）

額
支

払
義

務
発

生
予

定
額

期
　

間
金

　
額

期
　

間
金

　
額

下
水

道
事

業
収

　
　

　
益

国
県

支
出

金
企

業
債

損
益

勘
定

留
保

資
金

－ 55 －



事
　

項
限

度
額

水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

3
3
,
0
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

伴
う

利
子

補
給

る
年

利
1
.
0
0
%

の
（

公
共

下
水

道
分

）
範

囲
内

の
額

（
令

和
３

年
度

議
決

）

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
3
3
,
0
0
0

か
ら

の
融

資
に

対
す

る
千

円
及

び
当

該
借

損
失

補
償

入
期

間
中

の
利

息
（

公
共

下
水

道
分

）
相

当
額

並
び

に
遅

（
令

和
３

年
度

議
決

）
延

利
息

の
合

計
額

水
洗

便
所

改
造

資
金

融
資

総
額

1
1
,
1
0
0

融
資

斡
旋

事
業

に
千

円
を

限
度

と
す

伴
う

利
子

補
給

る
年

利
1
.
0
0
%

の
（

農
業

集
落

排
水

範
囲

内
の

額
処

理
施

設
分

）
（

令
和

３
年

度
議

決
）

水
洗

便
所

改
造

資
金

金
融

機
関

か
ら

の
借

受
者

の
金

融
機

関
借

入
総

額
1
1
,
1
0
0

か
ら

の
融

資
に

対
す

る
千

円
及

び
当

該
借

損
失

補
償
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令和５年度奈良市下水道事業予定貸借対照表

（令和６年３月３１日）

（単位：千円）

資   産   の   部

１. 固  定  資  産

  (1)　有  形  固  定  資  産

　  イ　土              地 1,625,617

　  ロ　建              物 747,548

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 264,962 482,586

　  ハ　構      築      物 117,206,437

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 34,665,728 82,540,709

　  ニ　機 械 及 び 装 置 3,298,888

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 2,032,337 1,266,551

　  ホ  車  両  運  搬  具 8,997

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 7,006 1,991

　  ヘ　器   具   備   品 6,835

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 2,828 4,007

　  ト　建  設  仮  勘  定 108,111

     　有 形 固 定 資 産 合 計 86,029,572

  (2)　無  形  固  定  資  産

　  イ　施  設  利  用  権 4,561,491

     　無 形 固 定 資 産 合 計 4,561,491

　  固  定  資  産  合  計 90,591,063

２. 流  動  資  産

  (1)　現    金    預    金 798,138

  (2)　未       収       金 971,553

     　貸  倒  引  当  金 △ 16,839 954,714

  (3)　そ の 他 流 動 資 産 9,154

　  流  動  資  産  合  計 1,762,006

　  資      産      合    計 92,353,069
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負   債   の   部

３. 固　定　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 29,392,510

     　企  業  債  合  計 29,392,510

  (2)　引 　　　当　　　 金

　  イ　退 職 給 付 引 当 金 91,033

     　引  当  金  合  計 91,033

　  固  定  負  債  合  計 29,483,543

４. 流　動　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 3,165,543

     　企  業  債  合  計 3,165,543

  (2)　未       払       金 659,605

  (3)　引 　　　当　　　 金

　  イ　賞  与  引  当  金 18,704

     　引  当  金  合  計 18,704

　  流  動  負  債  合  計 3,843,852

５. 繰　延　収　益

  (1)　長　期　前　受　金 81,006,767

  (2)　収  益  化  累  計  額 △ 22,834,175 58,172,592

　  繰  延  収  益  合  計 58,172,592

　  負      債      合    計 91,499,987
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資   本   の   部

６. 資　　本　　金 365,118

７. 剰　　余　　金

  (1)　資　本　剰　余　金

　  イ　補　　　助　　　金 687,037

　  ロ　そ の 他 資 本 剰 余 金 661,061

     　資 本 剰 余 金 合 計 1,348,098

  (2)　欠　　　損　　　金

　  イ　当 年 度 未 処 理 欠 損  金 860,134

     　欠　損　金　合　計 860,134

　  剰   余   金   合   計 487,964

　  資      本      合    計 853,082

　  負  債  資  本  合  計 92,353,069
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令和４年度奈良市下水道事業予定損益計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

（単位：千円）

１. 営   業    収   益

 (1) 下 水 道 使 用 料 4,884,490

 (2) 雨 水 処 理 負 担 金 432,808

 (3) そ の 他 営 業 収 益 92 5,317,390

２. 営   業    費   用

 (1) 管 渠 費 275,626

 (2) ポ ン プ 場 費 29,178

 (3) 処 理 場 費 567,371

 (4) 普 及 指 導 費 46,913

 (5) 業 務 費 182,168

 (6) 総 係 費 373,900

 (7) 減 価 償 却 費 3,866,281

 (8) 資 産 減 耗 費 10,141

 (9) 流 域 下 水 道 管 理 費 2,054,713 7,406,291

  　営      業      損     失 2,088,901

３. 営  業  外  収  益

 (1) 他 会 計 負 担 金 4,661

 (2) 他 会 計 補 助 金 288,493

 (3) 国庫補助金及び交付金 18,150

 (4) 県 補 助 金 3,758

 (5) 長 期 前 受 金 戻 入 2,424,639

 (6) 雑 収 益 1,411 2,741,112

４. 営  業  外  費  用

 (1) 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費 222,508

 (2) 雑 支 出 24,645 247,153 2,493,959

  　経      常      利     益 405,058

５. 特   別    利   益

 (1) 過 年 度 損 益 修 正 益 52 52

６. 特   別    損   失

 (1) 過 年 度 損 益 修 正 損 3,535 3,535 △ 3,483

  当 年 度 純 利 益 401,575

    前 年 度 繰 越 欠 損 金 1,523,424

 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,121,849
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令和４年度奈良市下水道事業予定貸借対照表

（令和５年３月３１日）

（単位：千円）

資   産   の   部

１. 固  定  資  産

  (1)　有  形  固  定  資  産

　  イ　土              地 1,625,617

　  ロ　建              物 612,055

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 239,582 372,473

　  ハ　構      築      物 116,150,689

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 31,166,483 84,984,206

　  ニ　機 械 及 び 装 置 3,256,089

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,893,365 1,362,724

　  ホ  車  両  運  搬  具 8,997

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 5,913 3,084

　  ヘ　器   具   備   品 5,727

　  　　減 価 償 却 累 計 額 △ 2,255 3,472

　  ト　建  設  仮  勘  定 486,979

     　有 形 固 定 資 産 合 計 88,838,555

  (2)　無  形  固  定  資  産

　  イ　施  設  利  用  権 4,493,909

     　無 形 固 定 資 産 合 計 4,493,909

　  固  定  資  産  合  計 93,332,464

２. 流  動  資  産

  (1)　現    金    預    金 1,044,168

  (2)　未       収       金 1,005,298

     　貸  倒  引  当  金 △ 18,624 986,674

  (3)　前       払       金 49,500

  (4)　そ の 他 流 動 資 産 9,154

　  流  動  資  産  合  計 2,089,496

　  資      産      合    計 95,421,960
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負   債   の   部

３. 固　定　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 31,281,953

     　企  業  債  合  計 31,281,953

  (2)　引 　　　当　　　 金

　  イ　退 職 給 付 引 当 金 80,009

     　引  当  金  合  計 80,009

　  固  定  負  債  合  計 31,361,962

４. 流　動　負　債

  (1)　企       業       債

　  イ　建設改良費等の財源に

　  　　充 て る た め の 企 業 債 3,240,841

     　企  業  債  合  計 3,240,841

  (2)　未       払       金 508,666

  (3)　引 　　　当　　　 金

　  イ　賞  与  引  当  金 16,927

     　引  当  金  合  計 16,927

　  流  動  負  債  合  計 3,766,434

５. 繰　延　収　益

  (1)　長　期　前　受　金 80,096,452

  (2)　収  益  化  累  計  額 △ 20,394,255 59,702,197

　  繰  延  収  益  合  計 59,702,197

　  負      債      合    計 94,830,593
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資   本   の   部

６. 資　　本　　金 365,118

７. 剰　　余　　金

  (1)　資　本　剰　余　金

　  イ　補　　　助　　　金 687,037

　  ロ　そ の 他 資 本 剰 余 金 661,061

     　資 本 剰 余 金 合 計 1,348,098

  (2)　欠　　　損　　　金

　  イ　当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,121,849

     　欠　損　金　合　計 1,121,849

　  剰   余   金   合   計 226,249

　  資      本      合    計 591,367

　  負  債  資  本  合  計 95,421,960
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奈良市下水道事業注記表 

 

会計に関する書類における注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

１ 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 

・減価償却の方法 定額法 

・主な耐用年数 

建物     １５～５０年 

構築物        ５０年 

機械及び装置  ６～２０年 

器具及び備品  ２～１５年 

⑵ 無形固定資産 

・減価償却の方法 定額法 

２ 引当金の計上方法 

⑴ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当

する金額を計上している。なお、地方公営企業法適用前である平成２５年度まで

の要支給額については、一般会計がその全部を負担することになっているため、

退職給付引当金は計上していない。 

⑵  賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２

月から３月までの４か月分）を計上している。 

⑶  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額

を計上している。 

３ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

⑴  消費税及び地方消費税の会計処理 

－ 66 －



消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している｡ 

 

 Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連 

１ 重要な非資金取引 

⑴  当年度、新たに計上する受贈財産に係る資産及び負債の額は、それぞれ３７０，

５３１千円の見込みである。 

 

 Ⅲ．予定貸借対照表関連 

  １ 保証債務又は重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

    該当事項無し 

  ２ 引当金の取崩し 

⑴ 退職給付引当金の取崩し 

該当事項無し 

⑵ 賞与引当金の取崩し 

令和５年度において、期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払

として１６，９２７千円を負担するため、賞与引当金を同額取り崩すものとして

算定した。 

⑶   貸倒引当金の取崩し 

令和５年度において、５年経過債権及び破産等により免責対象となる債権

６，０２９千円について不納欠損処分をするため、貸倒引当金を同額取り崩すも

のとして算定した。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事

業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業及び農業集落排水事業の

２つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 
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セグメント区分 事業の内容 

公 共 下 水 道 事 業 市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除 

農業集落排水事業 農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理 

 

２ 報告セグメントごとの営業収益等 

当年度 （ 自 令和5年4月1日 至 令和6年3月31日 ） 

単位（千円） 公共下水道事業 農業集落排水事業 合   計 

営業収益 5,797,640 47,356 5,844,996 

営業費用 7,718,998 381,518 8,100,516 

営業損益 △1,921,358 △334,162 △2,255,520 

経常損益 268,546 △71,107 197,439 

その他項目    

 他会計繰入金 651,455 97,292 748,747 

 減価償却費 3,607,134 264,294 3,871,428 

 特別利益 21 0 21 

 特別損失 3,460 0 3,460 

 有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
730,159 10,000 740,159 

 

Ⅴ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。 

  ２ 賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過

リース料相当額 

      １年内     ３，４８３千円 

      １年超     ５，０９０千円 

       計       ８，５７３千円 
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